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地方分権化が進み，都市計画における市町村の役割が非常に高まっている．低炭素社会を実現していく

ためには，各市町村が都市の低炭素化の実態を把握したうえで，都市計画マスタープランにおいて適切な

政策を掲げていく必要がある． 
本研究では，都市ごとの一人当り自動車CO₂排出量の変遷を最新のデータを踏まえ明らかにした上で，

経年的比較が可能なモデルの構築を通じその要素を把握し，都市マスにおける政策の構成要素との対応関

係をみることで，政策の方向性を検討した．分析の結果，都市の一人当り自動車CO₂排出量は一部で減少

に転じたことが分かった．排出量を決める要因として人口密度，都市構造以外に，自家用車保有率が影響

を及ぼしていることも明らかになり，都市が自家用車依存をいかに減らすかを念頭に政策を検討していく

必要性が示された．(350文字/350文字) 
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1. はじめに 

 

喫緊の課題である地球温暖化問題に対応するため，低

炭素の実現が各所で検討されている1)2)．しかし，その進

捗は，捗々しいものではない3)．ただ，近年では都市計

画を通じて低炭素化を実現することの重要性がようやく

認知され始め，特に自動車由来のCO₂排出量削減策につ

いて効果的な政策が模索されている4)． 

また，2011年4月に「地域の自主性及び自立性を高め

るための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律」が制定5)されたことにより，用途地域や市町村

道など都市計画に関する決定権限が，都道府県から各市

町村へと移譲された．この地域主権改革により，各自治

体がそれぞれの都市の低炭素化の実態を把握したうえで，

都市計画マスタープラン(以降都市マス)において明確な

方針を定め，適切な政策を掲げることが，今後日本全体

で低炭素社会を実現するために非常に重要になってくる．

しかし，そのような都市マスにおける政策について，都

市の低炭素化の実態と重ねて可能性を検討した例はない．

各自治体が都市構造を左右する計画に関する決定権を実

際に有するようになっていくなら，その自治体レベルで

どのような政策を打てば低炭素化の効果がどの程度期待

できるかということを明らかにしておくことの意義は大

きい． 

以上のことを踏まえ，本研究では今後個別の自治体が

自動車CO₂排出量低減のための政策を掲げる際の方向性

を示すことを目的とする．この目的を達成するため，本

研究では様々な都市ごとの一人当り自動車CO₂排出量の

変遷を最新のデータも踏まえて実証的に明らかにした．

また，簡便なモデル化を通じ各都市の自動車CO₂排出量

を基本的な要素で説明した．さらに，その要素が都市マ

スの構成要素としてどのように対応され得るかというこ

とについて，実際の都市マスを経年的に読み解くことで

検討を加えた．  

 
 
2. 本研究の位置づけ 

 

 コンパクトな都市構造に関する議論は，そもそも低炭

素化という観点からではなく，エネルギー利用の効率化



 

 2 

という観点からその有効性が検討された．そこではまず

単純に人口密度が重要な変数として取り上げられ6)，土

地利用の分布や7)8)9)公共交通の利便性など10)の変数も考慮

されるようになった．ほかにも，人口分布構造とエネル

ギー消費量の関係性を示した研究や11)，個人特性との関

係性を検討した研究12)などがなされた．これらの検討が

なされるようになったこの時期を，都市の低炭素化の議

論の源流として第Ⅰ期とよぶこととする． 

 一方，都市構造と都市の低炭素化に関する議論は， 
2005年頃13)14)からなされるようになった．その後，自治

体規模ごとの自動車CO₂排出量の変化を明らかにした研

究15)や，都市構造と自動車CO₂排出量の関係から都市構

造のあり方を問い直そうとする研究3)がおこなわれるよ

うになった．また，人口密度変化による環境負荷量の変

化を定量化した研究16)や，都市構造変化を考慮したLRT
整備による環境負荷低減効果を評価した研究17)などがな

されている．そこでは外的基準は自動車CO₂排出量とな

り，説明変数は「串とお団子」に代表される都市構造特

性がそのまま変数として考慮されるようになった．これ

らの検討がなされるようになったこの時期は，第Ⅰ期に

対し第Ⅱ期とよべるであろう． 
 一方，現在は先述したように地域主権改革が進められ，

より狭い範囲を統括する各自治体が独自に都市計画を考

える仕組みへと分権化が進んでいる5)．このような状況

の変化を踏まえ，これから第Ⅲ期を迎えるということが

いえる．そうなった際には各自治体が都市マスで都市計

画の方向性をコントロールしていくことになる．そのた

めにはまず，都市マスに記載するような事柄が，現在ま

で本当に低炭素化に寄与してきたといえるのか，確認の

必要がある．そして，都市マスには人口密度や公共交通

整備など，第Ⅰ期で考慮されていた変数，都市構造など

第Ⅱ期で考慮されていた変数の両方が政策として取り込

まれる余地があり，それらをあわせてモデル化すること

が求められることになる． 
 また，エネルギー価格高騰や経済状況の変化など，世

の中はめまぐるしく変動している．そもそも自動車CO₂

排出量が都市によってどのような変遷をたどっているの

か，その最新状況をきちんと把握した上で上記の検討を

行うことが，まず求められるといえる． 
 以上のことを踏まえ，本研究の特長を以下に示す． 
1) 地方分権化が進み都市計画における自治体の重要

性が高まる中で，都市の低炭素化の実態やその要

因の変遷について，初めて都市マスにおける政策

と合わせて分析を行っている点で新規性がある． 
2) 長期間にわたって同じ基準で調査された全国都市

交通特性調査のデータを活用し，性格の異なる都

市を幅広くカバーしている．また，都市マスにつ

いても対象都市において策定されたものをすべて

冊子で収集することで，信頼性を確保している． 
3) 都市マスにおける都市構造や交通政策と対応した

説明変数を重回帰モデルに組み込むことで，政策

の検討に資する定量的なデータを示しているとい

う点で有用性があり，地方分権化時代において各

自治体が確実に低炭素都市を実現していくための

都市マスの検討につながるという点で発展性が見

込める． 
 
 
3. 使用データの概要  

 

4章における都市の一人当り自動車CO₂排出量の算出

には，全国の様々な特性を持つ都市について長期間にわ

たり交通特性を調査している，全国都市交通特性調査デ

ータを用いる．この調査は基礎的な交通特性を横断的，

時系列的に比較分析することを目的としており，1987年
から始まり，2010年に最新の第5回調査が行われた．本

研究では，この過去のすべての調査において対象都市と

して選定された38都市を対象とする．この38都市を，全

国都市交通特性調査の対象都市の分類を参考に，大都市

圏核都市と大都市圏周辺都市，地方圏都市に分類した． 
また，5章では都市の掲げる自動車CO₂排出量低減の

ための政策を把握するために，対象都市において策定さ

れた都市マスの冊子をすべて収集した． ただし，対象

とした38都市の中で，東京区部については，23区がそれ

ぞれ区のマスタープランを策定しており，全体としては

区域マスタープランを掲げていることから，都市マスに

関する分析については除外した． 
本研究が対象とする期間は，都市計画法の改正により

各市町村に都市マスの策定が義務づけられた1992年から

最新の全国都市交通特性調査が行われた2010年とする．

この期間，全国都市交通特性調査は1992年，1999年，

2005年，2010年の4回実施されている． 

表-1 分析対象都市 

 

都市の位置分類
大都市圏 札幌市 仙台市 千葉市 東京区部

横浜市 川崎市 名古屋市京都市

 核都市
*1 大阪市 神戸市 広島市 福岡市

北九州市
大都市圏 塩釜市 所沢市 松戸市 春日井市

周辺都市 *2 宇治市 堺市 奈良市 呉市
弘前市 盛岡市 郡山市 宇都宮市
上越市 金沢市 静岡市 岐阜市
松江市 安来市 海南市 徳島市
今治市 高知市 南国市 熊本市
鹿児島市

*1大都市圏核都市：五大都市圏の中心都市と人口100万規模の都市

*2大都市圏周辺都市 ：大都市圏内に位置するその他周辺都市

*3地方圏都市：大都市圏以外に位置する都市

都市

地方圏都市
*3
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4. 自動車CO₂排出量と市街化区域人口密度の関連

分析 

 

本章では，全国都市交通特性調査のトリップデータを

用いて，最新の都市ごとの一人一日当り自動車CO₂排出

量を算出し，市街化区域人口密度との関連性を経年的に

明らかにする． 
計算に用いた2010年の全国都市交通特性調査のトリッ

プデータは，混合トリップにおけるアンリンクトトリッ

プのデータの情報が完全ではないため，既存研究で提案

された推計手法10)を用いることで，自動車利用トリップ

の98％を対象とした．このトリップデータから都市ごと

の単位距離当りガソリン消費量を把握し，その結果をも

とに一人当り自動車CO₂排出量を算出した．算出の際は，

経年的な分析の精度を確保するために，市町村の合併に

ついても考慮し，町丁目レベルで合併地区を除外してい

る． 
図-1から図-3は，1992年，2005年，2010年の一人当り

自動車CO₂排出量と市街化区域人口密度との関連を，都

市の分類ごとに示したグラフである．これらから以下

のことが読み取れる． 
1) 1992年から2005年までは全体的に上方向へとシフト

しているのがわかるが，2010年では2005年に比べ全

体的に下へとシフトしていることがわかり，全体

の傾向として一人当り自動車CO₂排出量が減少に

転じているということが明らかになった．  
2) 一人当り自動車CO₂排出量は主に東京区部や大阪

など大都市圏核都市と，宇治や松戸などの大都市

圏周辺都市において減少の傾向がみられる． 
3) 一方で，市街化区域人口密度の低い地方圏都市，

特に宇都宮や岐阜，金沢などは依然一人当り自動

車CO₂排出量が非常に高い傾向にあり，これらの

都市と大都市圏の都市との差は，より広がってい

ることがわかる． 
 
 
5. 都市マスにおける自動車CO₂排出量低減政策の

方向性の検討  

 

 本章では，4章で求めた都市の自動車CO₂排出量につ

いて，重回帰モデルを構築することにより基本的な要素

でCO₂排出量について説明する．そして，それらの要素

について，都市マスにおける政策についての要素として

対応され得るかを，これまで都市が都市マスに掲げてき

た政策と重ねて検討を行うことで，今後の政策の基本的

な方向性について考察を行う． 
 
 

図-1 自動車CO₂排出量と市街化区域人口密度の関連分析 

(1992)3) 

図-2 自動車CO₂排出量と市街化区域人口密度の関連分析 

(2005)3) 

図-3 自動車CO₂排出量と市街化区域人口密度の関連分析 

(2010) 
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表-2 重回帰分析変数一覧 

(1) 重回帰モデルの構築 

  

 地方分権化が進められる中で低炭素化を目指すことに

なる第Ⅲ期においては，市町村レベルで自動車CO₂排出

量をどう削減するかを判断していく必要が生じる．その

一つの重要なカギを握る都市マスにおいては，第Ⅰ期で

議論されたような都市特性10)や，第Ⅱ期で検討された都

市構造7)も，両者あわせて政策変数として取り込んでゆ

く必要がある．換言すれば，現在都市マスに取り上げら

れている政策に対応する説明変数はなるべく回帰分析に

取り込んでおく必要がある．以下ではそのような観点に

たち，都市特性と都市構造の両方を説明変数とし，一人

当り自動車CO₂排出量を被説明変数とする新たな重回帰

分析を行う．各都市の都市マスを読み込み，政策として

関連する都市特性と都市構造に関する全部で24種類の説

明変数を様々に組み合わせてモデル化の吟味を行った結

果，最終的に表-2に示す説明変数を採用した．都市の人

口や鉄道駅，自家用車保有率のデータはそれぞれ全国都

市交通特性調査の調査対象年次に対応している．なお，

説明変数の中には，説明力などの経年的比較を行うため

に，説明力が不十分でも残したものもある． 

  

 (2) 分析結果と自動車CO₂排出量低減政策の変遷 

 

 重回帰分析の結果を表-3に示す．この結果から，以下

のような考察ができる．  

1) 各時点で自由度修正済み決定係数の高いモデルが

得られたが，そのすべての時点において自家用車

保有率の高い都市では一人当り自動車CO₂排出量

が高くなる傾向にあることが示された．図-4に，

自動車交通需要と相関が高いとされている18)日本の

実質GDPとガソリンの小売価格の変遷を示す．両

者を比較すると，特にガソリン価格が高騰し始め

た2005年以降の説明力がより高くなっている．保

有率の低い大都市圏都市で自動車を利用しない傾

向が出てきて，一方で地方圏都市はこれまで通り

自動車を利用していたため，自家用車保有率の有

意性が高まったことになる． 

2) 市街区域人口密度の説明力は経年的に高く，特に

2010年のモデルでは一層高くなっている．これは，

密度の高い都市では移動距離が短かったり，公共

交通が利用しやすい状況にあったりするため，近

年のガソリン価格高騰などの背景から，自動車利

用が減少したのではないかと考えられる． 

3) 全ての時点において，極連続型，いわゆる「串と

お団子」のような都市構造を持つ都市は，一人当

り自動車CO₂排出量が少ないということも示され

た．同時に線形型都市についても排出量が少ない

傾向にあることが示され，鉄道や路面電車などの

沿線に市街地を形成することによる自動車CO₂排

出量削減の効果も示された． 

4) 地方圏都市の小規模住宅地付属型都市では，同じ

地方都市圏の中でも一貫して一人当り自動車CO₂

排出量が多いことが示された． 

 

(3) 変数と対応した都市マスにおける記述の経年的

整理 

 

表-3には各年次における対象都市の中で都市マスを

策定した都市を参考までに明示した．また，都市マ

スにおける将来像に「コンパクト」や「集約化」と

いった目標を掲げているかどうか，も併せて示して

いる．なお，2010年時点には，11の都市が初めに策定

した都市マスから，内容の全面改訂を済ませている．

近年急速に各都市で都市マスが整備されてきており，

その中で都市のコンパクト化を都市の目標に掲げる

都市も増えていることがわかる19)． 

 以下では表-3の各説明変数に対応する具体的な政策

例が，各都市マスの中でどのように描かれているか

を整理することで，今後の都市マス整備の方向性を

示唆する．なお，都市構造の改造には長い時間を要

するため，都市マスの目標に掲げたからといって，

この表-3でそれに対応した効果が数値として読み取れ

る性格のものではないことにもまず注意が必要であ
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る． 
 
1) 自家用車保有率に対応する都市マスの記述として，

例えば2003年に策定した北九州では「環境負荷を

低減していく集約的なまちづくり」を掲げ，パー

クアンドライドなどの交通需要マネジメントを行

い，移動距離を短縮して環境負荷の低減をはかる

といった記述がみられる．また，2010年に改訂し

た宇都宮は「徒歩や自転車の利用環境を向上し，

短距離での自動車利用の抑制」を掲げており，自

家用車への依存を積極的に改善していく姿勢を示

している． 
2) 鉄道駅密度と対応した公共交通に関する記述とし

て，2000年頃策定された都市マスの多くに，LRTや

表-3 重回帰分析の結果と各時点における都市計画マスタープランの策定状況 

 

変　数 偏回帰係数
標準

偏回帰係数 ｔ　値 偏回帰係数
標準

偏回帰係数 ｔ　値

市街化区域人口密度 -3.46 -0.28 -1.70 -8.56 -0.63 -3.00
自家用車保有率 1496.70 0.24 2.27 1521.90 0.30 2.28
鉄道駅密度 -443.61 -0.29 -2.01 121.07 0.08 0.44
大都市圏都市（線形型）ダミー -52.51 -0.05 -0.51 -90.21 -0.07 -0.71
大都市圏都市（極連続型）ダミー -297.11 -0.37 -3.63 -66.67 -0.08 -0.60
大都市圏都市（極偏在型）ダミー 8.08 0.01 0.09 116.20 0.11 1.01
地方圏都市（生活圏分担型）ダミー -93.47 -0.08 -0.87 -44.20 -0.04 -0.29
地方圏都市（小規模住宅地付属型）ダミー 167.22 0.14 1.64 376.27 0.30 2.92
地方圏都市（分離市街地・極連続型）ダミー -14.80 -0.01 -0.12 -76.17 -0.05 -0.43
定数項 1264.76 5.49 1418.04 4.91

自由度調整済み決定係数

時点における都市マス策定済みの都市数

仙台 松戸 呉
春日井 堺 塩釜

松江 安来 金沢
静岡 徳島 南国

変　数 偏回帰係数
標準

偏回帰係数 ｔ　値 偏回帰係数
標準

偏回帰係数 ｔ　値

市街化区域人口密度 -2.61 -0.16 -1.08 -12.99 -0.69 -5.37
自家用車保有率 3025.99 0.41 4.20 2080.03 0.23 2.85
鉄道駅密度 -378.03 -0.20 -1.66 61.44 0.03 0.28
大都市圏都市（線形型）ダミー -281.31 -0.17 -2.63 -297.58 -0.16 -2.78
大都市圏都市（極連続型）ダミー -447.43 -0.39 -4.60 -263.68 -0.20 -2.69
大都市圏都市（極偏在型）ダミー 211.64 0.15 2.19 -65.79 -0.04 -0.67
地方圏都市（生活圏分担型）ダミー -26.61 -0.02 -0.22 -32.54 -0.02 -0.26
地方圏都市（小規模住宅地付属型）ダミー 166.38 0.10 1.47 99.00 0.05 0.88
地方圏都市（分離市街地・極連続型）ダミー 225.76 0.11 1.59 -22.83 -0.01 -0.16
定数項 830.75 2.64 1758.83 5.93

自由度調整済み決定係数

時点における都市マス策定済みの都市数
札幌 千葉 大阪 神戸 川崎 海南
京都 北九州 福岡 今治

名古屋 横浜 広島

所沢 宇治 奈良
盛岡 高知 弘前 春日井 盛岡 郡山
郡山 上越 宇都宮 金沢 宇都宮 岐阜
岐阜 熊本 鹿児島 南国 熊本 鹿児島

松江 静岡

斜体 ：有意水準10%未満，太字：有意水準5%未満

都市名 ：都市マスにおける将来像に「コンパクト」「集約化」を掲げている

33/.37都市 37/37都市

都市マスの内容を全面改訂【11都市】

1992 1999

2005 2010

0.86 0.89

0/.37都市 12/37都市

0.76 0.65

  図-4 日本の実質GDPと年間平均ガソリン価格の変遷 
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BRTなどの新交通システム導入に関する記述がみ

られていた．例えば郡山や金沢，岐阜などはBRT
のような基幹バスや新交通システムの導入を図る

という記述がみられた．  
3) しかし，近年都市マスが改訂された都市の殆どは，

LRTやBRTなどの導入がなされないまま，方針の転

換を行っていることが分かった．例えば2008年に

都市マスを改訂した岐阜は「集約型都市構造への

転換」を掲げるようになったが，モビリティマネ

ジメントやコミュニティバスの導入など，自動車

CO₂排出量の低い交通行動を促進する政策へと方

向性を転換している．  
4) 市街化区域人口密度に関連し，都市マスにおいて

人口密度を高めるような政策として，例えば札幌

は「今後増加する人口は市街化区域内に誘導し，

市街地の居住密度を維持，高めること」を掲げて

いる．仙台は，「軌道系交通機関沿線の土地の有

効利用を進め，(中略)自動車に依存しない市街地の

比率を高める」としている．このような立地誘導

策は，主に大都市圏核都市で掲げられている．地

方圏都市であまり掲げられていない理由として，

大都市圏核都市などに比べ自家用車依存度が高く

人口密度が低い現状では，政策目標の達成が難し

いことから，掲げにくいという背景があるのでは

ないだろうか．  
5) 極連続型の都市構造ダミーに対応する記述として，

例えば大都市圏核都市の中でも早々に都市マスを

整備した仙台は，「軌道系交通機関を基軸とした

まとまりのある集約型の市街地形成への転換」を

掲げている．近年では都市マス改訂の機会を捉え，

都市の将来像に極連続型などを想定したコンパク

トな都市構造を掲げる都市も多く，2010年時点で

37都市中21都市が掲げていることが分かった(表-3)．  
6) 小規模住宅地付属型に分類された都市のひとつと

して静岡を例に挙げる．改訂前の初版の都市マス

では，まちの拡大の方針を取っているが，東海道

本線を東西の連携軸と定め，明確に拠点を設定し

た，いわゆる「串とお団子」型，または線形型の

都市構造を実現しようとしていた．改訂後は郊外

部の開発抑制へと方針を転換し， 連携軸や拠点へ

の集積を掲げている．この静岡は，4章の分析の結

果，他の地方圏都市と比べて一人当り自動車CO₂
排出量が低い傾向にあることも示されている． 

 
 

6. まとめ 

 
本研究で得られた結果は以下の通りである． 

1) 都市の一人当り自動車CO₂排出量は，2010年ではじ

めて減少に転じたことが分かった．これは経済の

停滞やガソリン価格の高騰などが影響を及ぼして

いる可能性が考えられる．このような減少傾向が

みられるのは主に東京区部や大阪など大都市圏核

都市と，大都市圏周辺都市のみであり，市街化区

域人口密度の低い地方圏都市，特に宇都宮や岐阜，

金沢などは依然一人当り自動車CO₂排出量が依然

高い傾向にある． 
2) 重回帰分析によるモデルの構築の結果，これまで

影響が大きいとされてきた人口密度に加え，自動

車保有率も高い説明力を持つことが明らかになっ

た．このことから，今後の都市マスにおいては，

まちなかの居住を推進し居住密度を高めることは

もちろん，自動車に頼らない交通体系の構築が一

層重要となってくるといえる． 
3) 自動車CO₂排出量低減のための政策は2000年より前

から都市マスに掲げられている都市もあり，主に

利便性の高い公共交通機関の整備を掲げていた．

2000年前後は新交通システムの導入を掲げる都市

が多かったが，近年では，既存の公共交通の拡充

やモビリティマネジメントなどによるソフト面で

の政策により，自家用車依存からの脱却を掲げる

都市が多くなっている．  
4) 本モデルにおいても「串とお団子」型の都市の有

効性が確認された．住宅系用途が散らばっている

ような小規模住宅地付属型の都市は一人当り自動

車CO₂排出量が高い傾向にあるが，静岡のように

以前から都市軸への集積を掲げているような都市

もある．この静岡は地方圏都市の中でも一人当り

自動車CO₂排出量が低い傾向にあることも示され

た．このことから，都市計画において適切な政策

を掲げることによる有効性が示唆されたといえる．  
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